
平成 15年 10月期    個別中間財務諸表の概要 平成 15年 6月 19日

上   場   会   社   名       アヲハタ株式会社 上場取引所 東

コード番号       2830 本社所在都道府県

  ( URL   http://www.aohata.co.jp ) 広島県

代     表     者    役職名 代表取締役社長

   氏   名 多智花　宏治

問合せ先責任者    役職名 常務取締役管理本部長兼経理部長

   氏　 名 若井　雄次 TEL (0846) 26 - 0111
決算取締役会開催日　　      平成 15年 6月 19日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成 15年 7月 10日 単元株制度の有無　　　 有（１単元　　100株）

１. 15年 4月中間期の業績（平成 14年 11月 1日 ～ 平成 15年 4月 30日）
(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 4月中間期 8,776 △ 5.1 367 7.2 410 4.4
14年 4月中間期 9,250 6.0 342 △ 9.8 392 △ 6.7
14年 10月期 18,642 596 636

百万円 ％ 円　　銭

15年 4月中間期 220 13.8 31.97
14年 4月中間期 193 △ 4.7 28.07
14年 10月期 320 46.46
(注)①期中平均株式数    15年 4月中間期 6,893,898株   14年 4月中間期　6,899,235株   14年 10月期　6,898,616株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

15年 4月中間期 6.00 －
14年 4月中間期 6.00 －
14年 10月期 － 12.00

(3)財政状態
株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年 4月中間期 10,971 4,667 42.5 677.29
14年 4月中間期 8,697 4,386 50.4 635.82
14年 10月期 8,311 4,511 54.3 654.21
(注)①期末発行済株式数    15年 4月中間期　6,892,009株   14年 4月中間期　6,898,458株   14年 10月期　6,896,439株

     ②期末自己株式数　     15年 4月中間期       7,991株   14年 4月中間期     　1,542株   14年 10月期　      3,561株

２. 15年 10月期の業績予想（ 平成 14年 11月 1日  ～  平成 15年 10月 31日 ）
　

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 18,800 650 330 6.00 12.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）               47円   85銭

※業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は
   今後様々な要因によって予想数値と大きく異なる結果となる可能性があります。

営　業　利　益売   上   高 経　常　利　益

１ 株 当 た り 中 間

( 当 期 ） 純 利 益
中間(当期）純利益

総  資  産 株  主  資　本

１株当たり年間配当金当　期　純　利　益経　常　利　益売   上   高
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(1) 比較貸借対照表 

 

（単位：千円） 

前中間会計期間末 

（平成14年４月30日現在） 

当中間会計期間末 

（平成15年４月30日現在） 

前期の要約貸借対照表 

（平成14年10月31日現在） 

期 別 

 

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 資 産         

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

た な 卸 資 産 

短 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

211,316 

45,633 

3,585,632 

423,420 

－ 

48,653 

369,028 

△   20,842  

  

306,239 

53,309 

3,464,465 

812,538 

2,202,007 

75,332 

103,713 

△   29,000  

  

125,066 

11,960 

3,256,984 

720,093 

95,000 

61,083 

78,126 

△  17,100 

 

流 動 資 産 合 計 4,662,842 53.6 6,988,606 63.7 4,331,215 52.1 

Ⅱ 固 定 資 産               

(1)有 形 固 定 資 産         

建 物 

機 械 及 び 装 置 

土 地 

そ の 他 

 

1,229,861 

292,238 

1,150,586 

203,813 

 

 

 

 

 

 

1,175,333 

279,594 

1,178,586 

182,101 

 

 

 

 

 

 

1,178,652 

297,230 

1,150,586 

192,689 

 

有形固定資産合計 

(2)無 形 固 定 資 産         

2,876,499  2,815,615  2,819,159  

無形固定資産合計 32,739  33,885  28,515  

(3)投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

575,740 

279,400 

287,410 

△   17,300  

  

541,651 

315,136 

293,855 

△   17,150  

  

549,184 

307,094 

293,073 

△   17,150 

 

投資その他の資産合計 1,125,251  1,133,493  1,132,202  

固 定 資 産 合 計 4,034,490 46.4 3,982,995 36.3 3,979,877 47.9 

資 産 合 計 8,697,332 100.0 10,971,601 100.0 8,311,092 100.0 
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（単位：千円） 

前中間会計期間末 

（平成14年４月30日現在） 

当中間会計期間末 

（平成15年４月30日現在） 

前期の要約貸借対照表 

（平成14年10月31日現在） 

期 別 

 

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 負 債         

買 掛 金 

短 期 借 入 金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 

 

2,223,702 

990,000 

193,264 

87,762 

98,754 

26,007 

  

2,824,848 

2,126,037 

186,201 

183,202 

117,488 

54,260 

  

2,376,455 

134,000 

312,089 

82,780 

137,000 

19,263 

 

流 動 負 債 合 計 3,619,490 41.6 5,492,038 50.1 3,061,588 36.8 

Ⅱ 固 定 負 債               

長 期 借 入 金 

退 職 給 付 引 当 金 

役員退任慰労引当金 

－ 

493,306 

198,335 

 40,000 

514,190 

257,460 

 － 

510,591 

227,180 

 

固 定 負 債 合 計 691,642 8.0 811,650 7.4 737,771 8.9 

負 債 合 計 4,311,133 49.6 6,303,689 57.5 3,799,360 45.7 

       

（ 資 本 の 部 ）       

Ⅰ 資 本 金         644,400 7.4 － － 644,400 7.8 

Ⅱ 資 本 準 備 金         669,400 7.7 － － 714,563 8.6 

Ⅲ 利 益 準 備 金         127,890 1.5 － － 127,890 1.5 

Ⅳ その他の剰余金         

任 意 積 立 金 

中間(当期)未処分利益 

 

2,616,005 

276,174 

  

－ 

－ 

  

2,616,005 

361,644 

 

そ の 他 剰 余 金 合 計 2,892,180 33.2 － － 2,977,650 35.8 

Ⅴ そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 53,505 0.6 － － 50,055 0.6 

Ⅵ 自 己 株 式 △  1,175 △ 0.0 － － △  2,826 △ 0.0 

資 本 合 計 4,386,199 50.4 － － 4,511,732 54.3 

Ⅰ 資 本 金 － － 644,400 5.9 － － 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

 

－ 

  

714,563 

  

－ 

 

資 本 剰 余 金 合 計 － － 714,563 6.5 － － 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

任 意 積 立 金 

中間(当期)未処分利益  

 

－ 

－ 

－ 

  

127,890 

2,833,906 

307,033 

  

－ 

－ 

－ 

 

利 益 剰 余 金 合 計 － － 3,268,830 29.8 － － 

Ⅴ そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 － － 46,503 0.4 － － 

Ⅵ 自 己 株 式 － － △  6,384 △ 0.1 － － 

資 本 合 計 － － 4,667,912 42.5 － － 

負 債 資 本 合 計 8,697,332 100.0 10,971,601 100.0 8,311,092 100.0 
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(2) 比較損益計算書 

 

（単位：千円） 

前中間会計期間 

自 平成13年11月１日 

至 平成14年４月30日 

当中間会計期間 

自 平成14年11月１日 

至 平成15年４月30日 

前期の要約損益計算書 

自 平成13年11月１日 

至 平成14年10月31日 

期 別 

 

科 目 
金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

  ％  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高         

Ⅱ 売 上 原 価         

9,250,304 

8,084,806 

100.0 

87.4 

8,776,066 

7,349,031 

100.0 

83.7 

18,642,903 

16,304,549 

100.0 

87.5 

売 上 総 利 益 

Ⅲ 販売費及び一般管理費         

1,165,497 

822,789 

12.6 

8.9 

1,427,035 

1,059,507 

16.3 

12.1 

2,338,354 

1,741,793 

12.5 

9.3 

営 業 利 益 

Ⅳ 営 業 外 収 益         

Ⅴ 営 業 外 費 用         

342,708 

119,298 

69,196 

3.7 

1.2 

0.7 

367,527 

100,135 

57,586 

4.2 

1.1 

0.6 

596,561 

208,114 

168,594 

3.2 

1.1 

0.9 

経 常 利 益 392,811 4.2 410,077 4.7 636,080 3.4 

Ⅵ 特 別 利 益         

Ⅶ 特 別 損 失         

－ 

66,258 

－ 

0.7 

－ 

19,278 

－ 

0.2 

1,854 

85,594 

0.0 

0.4 

税引前中間(当期)純利益 

法人税、住民税及び事業税  

法 人 税 等 調 整 額 

326,553 

93,398 

   39,524 

3.5 

1.0 

 0.4 

390,799 

188,440 

   △ 18,010 

4.5 

2.2 

△0.2 

552,341 

219,068 

  12,782 

3.0 

1.2 

 0.1 

中間(当期)純利益 

前 期 繰 越 利 益 

中 間 配 当 額 

193,630 

82,544 

－ 

2.1 220,369 

86,664 

－ 

2.5 320,490 

82,544 

41,39O 

1.7 

中間(当期)未処分利益 276,174  307,033  361,644  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

１．資産の評価基準および評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

製品、原材料および仕掛品は、移動平均法による原価法によっており、貯蔵品は、最終仕入原価法によってお

ります。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く）のうち、平成10年４月１日以後に取得したものについては、定額法によっており

ます。 

上記以外の有形固定資産については、定率法によっております。 

耐用年数および残存価額については、法人税法の定めと同一の基準によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物      ３年～47年 

機械及び装置  ２年～17年 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年間）に基づく定額法によってお

ります。 

(3) 長期前払費用 

定額法によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過年度の貸倒実績率を基礎とした貸倒見込率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員に支給する賞与の支払に備えるため、支給対象期間基準を基礎に将来の支給見込額を加味して計上して

おります。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

各事業年度の数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により、それぞれの発生年度の翌事業年度から費用処理することとしております。 

(4) 役員退任慰労引当金 

将来の役員退任慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

なお、過年度に対応する過去勤務費用相当額は、５年間で毎期その均等額を特別損失に計上することとしてお

ります。 
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４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に準じた会計処理によっております。 

 

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(2) 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 

「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）が平成14年４月１日以後に適

用されることになったことにともない、当中間期から同会計基準によっております。これによる当中間期の損

益に与える影響はありません。なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間期における中間貸借対照表の

資本の部については、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。 

(3) １株当たり当期純利益に関する会計基準 

「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が平成14年４月１日以後に適用されることになったこ

とにともない、当中間期から同会計基準および適用指針によっております。なお、これによる影響はありませ

ん。 

 

 

表示方法の変更 

「短期貸付金」は、前中間期まで、流動資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間期末において資

産の総額の100分の5を超えたため区分掲記しております。 

なお、前中間期末の「短期貸付金」の金額は135,000千円であります。 
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注記事項 

 

（中間貸借対照表関係） 

 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

１．有形固定資産の減価償却累計額 2,666,308千円 2,837,983千円 2,738,942千円 

２．担保資産 

 担保に供している資産 建 物      

 土 地      

 

363,204千円 

22,567千円 

 

370,079千円 

22,567千円 

 

350,163千円 

22,567千円 

 計 

 担保資産に対応する債務   関係会社 

 借 入 金 

385,772千円 

34,090千円 

 

392,647千円 

13,810千円 

 

372,731千円 

23,950千円 

３．保証債務 55,920千円 37,001千円 44,400千円 

４．自己株式 株 式 数      1,542株 7,991株 3,561株 

    

 

 

（中間損益計算書関係） 

 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

１．営業外収益の主な内容    

受取利息 

受取配当金 

賃貸料収入 

2,558千円 

28,169千円 

84,881千円 

6,605千円 

26,206千円 

64,344千円 

4,373千円 

29,347千円 

169,146千円 

２．営業外費用の主な内容    

支払利息 

賃貸物件諸費用 

1,814千円 

62,443千円 

3,210千円 

46,376千円 

4,443千円 

131,513千円 

３．特別利益の主な内容    

貸倒引当金戻入益 －千円 －千円 1,854千円 

４．特別損失の主な内容    

投資有価証券評価損 

ゴルフ会員権評価損 

貸倒引当金繰入額 

役員退任慰労金 

役員退任慰労引当金繰入額 

873千円 

1,904千円 

14,000千円 

32,201千円 

19,278千円 

－千円 

－千円 

－千円 

－千円 

19,278千円 

930千円 

1,904千円 

14,000千円 

30,201千円 

38,557千円 

５．減価償却実施額    

有形固定資産 

無形固定資産 

105,754千円 

5,355千円 

99,363千円 

1,692千円 

217,894千円 

9,578千円 
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（リース取引関係） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 

  前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

 千円 千円 千円 

取得価額相当額    

 機 械 及 び 装 置         2,065,912 1,836,314 2,092,253 

 そ     の     他 80,461 67,308 67,068 

 合    計 2,146,374 1,903,622 2,159,322 

    

減価償却累計額相当額    

 機 械 及 び 装 置         989,912 943,014 1,016,623 

 そ     の     他 42,116 31,572 28,011 

 合    計 1,032,028 974,587 1,044,635 

    

中間期末(期末)残高相当額   

 機 械 及 び 装 置         1,076,000 893,299 1,075,629 

 そ     の     他 38,345 35,735 39,057 

 合    計 1,114,345 929,035 1,114,686 

 

(2) 未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

  前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

  千円 千円 千円 

 １ 年 内       392,841 345,080 389,571 

 １ 年 超       743,477 601,509 744,806 

 合    計 1,136,318 946,590 1,134,377 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

  前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

  千円 千円 千円 

 支 払 リ ー ス 料         223,662 219,532 457,871 

 減価償却費相当額 207,625 205,988 426,275 

 支払利息相当額         13,327 10,974 26,441 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法

によっております。 

 

 

（有価証券関係） 

当中間会計期間ならびに前中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても、子会社株式および関連会社株式

で時価のあるものはありません。 

 


